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事件では，福井県経済農業協同組合連合会事件＝排除措置命令平成 27・・16 審決集 61 巻
142 頁（私的独占），低温空調設備工事（ホクレン）事件＝排除措置命令・課徴金納付命令平成
27・・20 審決集 61 巻 148 頁，193 頁（不当な取引制限），農協等発注農業施設工事事件＝排







































審判審決平成 19・・26（審決集 53 巻 776 頁）は，本件行為を独禁法条に
違反するとしたので，Ｘは審決取消請求訴訟を提起したが，東京高判平成 21・


































































































































































































































































































































立教法学 第 96 号（2017)
152（63）


















































規定に違反するとして，平成 23年 12月 21 日，排除措置命令及び課徴金納付
命令を行った（審決集 58 巻第	分冊 251 頁，358 頁）。命令を受けた 25社のうち












































































































































































































































































































立教法学 第 96 号（2017)
142（73）





































た（最決平成 17・11・21 刑集 59 巻号 1597 頁。防衛庁石油製品談合審決取消請求













































































































































































立教法学 第 96 号（2017)
136（79）

















































































































































立教法学 第 96 号（2017)
132（83）












































































































































































































































































































































































































































































































立教法学 第 96 号（2017)
118（97）




















































































































































立教法学 第 96 号（2017)
114（101）

















































































青木 亮「タクシー事業の規制緩和と経済学」経済セミナー 681 号 35 頁以下（2015）
青木 亮「〔判批〕大阪高決平成 27・	・」自治研究 92 巻号 129 頁以下（2016）
青柳由香「〔判批〕ハマナカ毛糸再販事件＝審判審決平成 22・・」平成 22年度
重判解 302 頁以下（2011）→ 青柳由香［2011］
安部誠治「規制緩和とタクシー産業」関西大学商学論集 53 巻号	頁以下（2008）
阿部泰隆「改正タクシー特措法（2013年）の違憲性・違法性 特に公定幅運賃，
減車命令について」判例時報 2302 号 13 頁以下（2016）→ 阿部泰隆［2016］
飯塚広光「東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社に対する警告につ
いて」公正取引 617 号 96貢以下（2002）→ 飯塚広光［2002］
石川 正「規制分野における独禁法のエンフォースメントについて」塩野宏古稀
『行政法の発展と変革（下巻』（有斐閣，2001）543 頁以下 → 石川正［2001］
泉 克幸「〔判批〕大阪バス協会事件＝審決平成・・10」判評 445 号 195 頁以下
（1996）→ 泉克幸［1996］















大胡 勝「不当な取引制限における正当化事由」商事法務 2072 号 35 頁以下（2015）
大槻文俊「［判批］ハマナカ手芸手編み糸事件=東京高判平成 23・・22」ジュリ
1435 号 125 頁以下（2011）→ 大槻文俊［2011］
太田和博「タクシー市場およびタクシー政策の研究課題」タクシー政策研究創刊号
頁以下（2013）
岡田幸人「〔判批〕NTT東事件＝最判平成 22.12.17」ジュリ 1443 号 78 頁以下
（2012）→ 岡田幸人［2012a］




押久保倫夫「大阪高決平成 27・	・」平成 28年度重判解 22 頁以下（2016）
→ 押久保倫夫［2016］
越知保見「〔判批〕NTT東事件＝最判平成 22.12.17」ジュリ 1422 号 131 頁以下
（2011）→ 越知保見［2011］
金井貴嗣「新潟市等タクシー事業者による価格カルテルの正当化理由」公正取引 776





川濵 昇「大阪バス協会運賃等カルテル事件」私法判例リマークス 13 号（1996 下）
120 頁以下 → 川濵昇［1996］
川濵 昇「〔判批〕NTT東事件＝最判平成 22.12.17」ジュリ 1419 号 106 頁以下
立教法学 第 96 号（2017)
110（105）
（2011）→ 川濵昇［2011］
川濵 昇ほか「〔座談会〕最近の独占禁止法違反事件をめぐって」公正取引 778 号 16
頁以下（2015）→ 川濵昇ほか［2015］
瓦林康人（前国土交通省自動車局旅客課長）「議員立法で成立した改正タクシー特措










沢田克己「経済行政指導と競争秩序」民商 92 巻号 329 頁以下（1985）
→ 沢田克己［1985］
沢田克己「非競争利益と経済団体自主規制（一)〜(三・完）」新潟大学・法政理論 20







号 40 頁以下（2000）→ 沢田克己［2000］
沢田克己「新潟タクシー運賃カルテル事件＝審決平成 27・・27」平成 27年度重判
解 249 頁以下（2016）→ 沢田克己［2016］
沢田克己「〔判批〕新潟タクシー運賃カルテル事件＝審決平成 27・・27」公正取引
796 号 64 頁以下（2017）→ 沢田克己［2017］
塩野 宏『行政法Ⅰ』（有斐閣，第版，2009）→ 塩野宏［2009］
柴田潤子「〔判批〕三重県バス協会事件＝公取委審決平成・・」ジュリ 1075
号 169 頁以下（1995）→ 柴田潤子［1995］
正田 彬『独占禁止法研究Ⅱ』（同文舘，1976）→ 正田彬［1976］
正田 彬『全訂 独占禁止法Ⅰ』（日本評論社，1980）→ 正田彬［1980］























度重判解 290 頁以下 → 滝澤紗矢子［2011］
土田和博「アメリカ連邦反トラスト法と州政府の競争制限（1)〜(・完）」静岡大・








法百選 78 頁以下（2010）→ 東條吉純［2010］
徳力徹也「競争制限の正当化事由について」千葉大学法学論集 15 巻号 211 頁以下
（2000）→ 徳力徹也［2000］
土佐和生「事業法規制と独禁法規制の排他制御」立命館法学 300 号 995 頁以下
（2005）→ 土佐和生［2005］
立教法学 第 96 号（2017)
108（107）
中川晶比兒「水平的協定における合理の原則と比較衡量⑴⑵完」論叢 155 巻号 57




組合事件〕」経済法百選 92 頁以下（2010）→ 西村暢史［2010］
二本柳高信「利益集団と立法⑴〜(3完) 反トラスト法州行為法理をめぐる論争を




根岸 哲「道路運送法上の認可運賃制と独占禁止法」公正取引 499 号頁以下
（1992）→ 根岸哲［1992］
根岸 哲「貸切バス運賃カルテルと独占禁止法」公正取引 541 号 11 頁以下（1995）
→ 根岸哲［1995］
根岸 哲「規制緩和と独占禁止法」公正取引 600 号 12 頁以下（2000）

























福井秀夫｢タクシー需給調整措置の法的限界⑴(2 完) 法と経済分析を踏まえて 」




舟田「事業規制とカルテル 大阪バス協会事件を中心として 」公正取引 499





舟田「防衛庁石油製品談合刑事事件＝東京高裁判決（平成 16 年月 24 日）につい





を」交通界 2011 年月・15 日合併号
舟田「道路運送法と独占禁止法によるタクシーの低額運賃規制」根岸哲先生古稀
『競争法の理論と課題』（有斐閣，2013）497 頁以下 → 舟田［2013］
舟田正之（編著）『電力改革と独占禁止法・競争政策』（有斐閣，2014）
→ 舟田［2014］
舟田（発言）「平成 27 年度シンポジウムの記録」日本経済法学会年報 37 号 158 頁以
下（2016）→ 舟田（発言）［2016］
舟田「〔判批〕新潟タクシー運賃カルテル事件＝東京高判平成 28・・」ジュリ




リ 1474 号 115 頁以下（2014）→ 松宮広和［2014］
松本哲治「職業選択の自由 タクシーの再規制問題を中心に」同志社法学 64 巻号
立教法学 第 96 号（2017)
106（109）
691 頁以下（2013）
柳 武史「米国反トラスト法における反競争的行為の正当化」一橋法学 10 巻号
563 頁以下（2011）→ 柳武史［2011a］
柳 武史「〔判批〕ハマナカ株式会社に対する件＝審決平成 22・・」ジュリ 1418
号 120 頁以下（2011）→ 柳武史［2011b］
山越伸浩「タクシー『サービス向上』『安全利用』推進法について 国会における論
議と施策への反映について」立法と調査 354 号 73 頁以下（2014）
→ 山越伸浩［2014］
山部俊文「〔判批〕福井県経済連事件＝公取委排除命令平成 27・・16」ジュリ






引 612 号 83 頁以下（2001）→ 和久井理子［2001］
和田健夫「日本における社会的規制と競争政策」経済法学会年報 21 号 31 頁以下
（2000）→ 和田健夫［2000］
和田健夫「郵便区分機談合審決取消請求事件（差戻審）＝東京高判平成 20・12・19」




静岡大学法政研究 10 巻・号 132 頁以下（2006）→ 渡辺昭成［2006a］
渡辺昭成「独禁法と事業法の関係 イギリス法における両法の関係を参考として」
土田和博＝須網隆夫（編）［2006］177 頁以下 → 渡辺昭成［2006b］
渡辺昭成「EU機能条約 101 条項における競争制限効果と非競争的利益の衡量」国
士舘法学 44 号 63 頁以下（2011）
事業法と独禁法（舟田正之）
105（110）
